
監査公表第１１号  

                            

定期監査，行政監査，出資団体監査及び公の施設の指定管理者監査の結果に基づき，市

長等において措置を講じられた事項について通知がありましたので，地方自治法第１９９

条第１４項後段の規定により，別紙のとおり公表します。 

なお，部課等の名称については，監査対象年度現在のものとなっております。 
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令和５年度監査の結果に基づき措置を講じられた事項について 
 

 

 

改 善 又 は 検 討 を 要 望 す る 事 項 措 置 状 況 

総務部 

１ 秘書広報課 

「テレビ広報番組制作・放送」において，受

注者から提出された番組放送確認書の記載漏れ

等について，職員が容易に改ざんできる筆記用

具を用いて記載していた。 

  受注者が作成した書類に記載漏れ等があれば

受注者に記載させるべきであるが，やむを得ず

職員が職権で修正する場合は，適正な筆記用具

を使用した上で，誰が修正したか等を明確に残

すなど，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

２ 危機管理課 

(1) 「川尻水防倉庫除草・収集及び防草シート

張り業務」ほかにおいて，業務着手後に執行

伺兼支出負担行為書を決裁していた。 

ついては，予算及び決算規則に基づき，適

正な契約事務をされたい。 

 

 

(2) 防災機材等購入助成金の申請書の内容を，

職員が修正していた。 

申請書の記載誤り等は申請者に修正をさせ

るべきであるが，やむを得ず職員が職権で修

正する場合は，誰が修正したか等を明確に残

すなど，適正な事務処理をされたい。 

 

  

(3) パソコンソフトについて，会計課長による

不用の決定手続を経ることなく廃棄してい

た。 

備品は市の財産であり，その重要性を十分

認識した上で，物品会計規則に基づき，適正

な事務処理をされたい。 

 

 

・令和６年１月９日発行の１２月の放送分よ 

り「タイム放送確認書」に加え，「素材内容

確認書」という業務内容が分かる書類の提出

を求め，発行してもらうようにしました。 

・本件については，既に必要事項を記載した

書類の提出が確立されましたが，今後同様の

事例がないように，やむを得ず，修正を職員

権限で行う際は，適正な筆記用具を使用する

ことの周知徹底を令和６年１月１２日にグル

ープリーダーが所属職員一人一人に行いまし

た。また，所属長，グループリーダーによる

チェックを徹底すること及び当該事例を記載

した引継ぎ書を令和６年１月１２日に備えま

した。 

 

・令和５年１２月８日に，当該担当に対して

予算及び決算規則の規定に基づき業務を実施

するよう指導を行い，以後，同様の事態が発

生しないよう，事務執行にあたり規則等の確

認及び複数人でのチェックを確実に実施する

ことを，同日，課内で周知しました。 

 

・申請書の記載誤りの修正は，令和５年１２

月８日に担当職員が修正箇所に押印し，修正

履歴を明確に残す処理を行いました。 

・申請書の修正は，申請者に行わせることを

徹底し，やむを得ず職員が職権で修正する場

合は，対応職員等を明記するよう，同日，課

内で周知しました。 

 

・当該パソコンソフトは，令和５年１０月１

０日に廃棄に係る手続きを行い，翌１１日に

備品処分報告書を提出しました。 

・令和５年１０月１２日の朝礼において，今

後，物品を処分する際には備品登録の有無を

十分確認し，登録がある場合は物品会計規則
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に基づき，廃棄手続きを確実に行うよう課内

で周知しました。 
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財務部 

財政課 

旅行の用務地の近郊に帰省先居宅を有する職員

の旅費について，宿泊料を不支給とし，勤務地か

ら当該居宅までの旅行命令を発していたが，当該

居宅から用務地までの往復旅費を算定していなか

った。 

旅費条例運用基準では，当該居宅から用務地ま

での旅行は同一行政区域内ではないため，当該旅

費は支給することとなっている。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・御指摘の件については，差額旅費を支給す

る旅行命令変更回議書を令和５年１０月２０

日に決裁し，１０月２７日に対象職員に支給

しました。 

・今後の旅費算出時は，支給対象区間の確認

を徹底するとともに，旅費条例運用基準等の

規定に基づいた適正な事務処理に努めてまい

ります。 
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市民部 

１ 市民窓口課 

(1) 郵便局における個人番号カード申請受付事

務に係る事務取扱手数料において，検査日及

び請求書の発行日が，執行伺兼支出負担行為

書の決裁日より前の日付となっていた。 

当該手数料については，執行伺いと同時に

支出負担行為をすることは困難な事例である

ことから，事務処理方法について関係課と協

議するなどし，予算及び決算規則に基づき，

適正な事務処理をされたい。 

 

 

(2) 「法律相談業務」ほかにおいて，業務着手

後に執行伺兼支出負担行為書を決裁してい

た。 

ついては，予算及び決算規則に基づき，適

正な契約事務をされたい。 

 

 

(3) 「呼出発券システム保守業務」に係る契約

において，受注者が業務の一部を第三者に委

任し，又は請け負わせるときは，当該業務範

囲につき，あらかじめ発注者の承諾を得なけ

ればならない旨を契約約款により定めている

にもかかわらず，当該承諾を得ていなかっ

た。 

ついては，受注者に対して契約書等の内容

を遵守するよう指導されたい。 

 

 

 

 

 

(4) 旅費を伴う県内出張について，旅行命令回

議書により旅行命令権者の発する旅行命令に

よらなければならないにもかかわらず，旅行

後に旅行命令を決裁していた。 

 

 

・令和５年１１月１７日に財政課と，同月２

０日に会計課とそれぞれ協議した結果，令和

５年度は，請求書の提出時に執行伺兼支出負

担行為書の決裁後に支出命令を行うこととし

ました。 

・令和６年度は，令和６年４月１日に執行伺

の決裁を得た上で，各月の請求書の提出時に

支出負担行為兼支出命令を行っています。 

・今後は，関係課と協議しながら，契約内容

に応じた適正な事務処理を行います。 

 

・決裁履歴帳票の決裁日付の記載を誤ってい

たため，令和５年１０月２０日に，決裁履歴

帳票の決裁日付を，出力した日ではなく決裁

した日（令和５年４月１日）に修正を行い，

今後は決裁履歴帳票には決裁した日を記載す

るよう，所属内で周知しました。 

 

・令和５年度は，指摘を受けた時点で年１回

の点検が終了していたため，当該業務の受注

者に対して，令和６年度以降の契約時に第三

者へ委任する場合は，必ず業務の再委託申請

書を提出し，本市の承諾を得るよう口頭で通

知しました。 

・令和６年４月１日に受注者から業務の再委

託申請書が提出されたため，決裁を得た上

で，同日付けでこれを承諾し，受注者に文書

で通知しました。 

・契約時には，第三者への委任の有無につい

て確実に確認し，適正な事務処理を行いま

す。 

 

・財務会計システム上決裁のやり直し等が不

可のため，令和５年１０月１９日に今後同様

の誤りがないよう，所属内で周知しました。 

・今後は，旅行日より前の日付で回議し，決
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ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

(5) 自主研究休暇の取得の承認について，取得

可能な期間を超えて承認していた。 

ついては，会計年度任用職員の勤務時間及

び休暇等に関する規則に基づき，適正な事務

処理をされたい。 

 

 

 

２ 吉浦市民センター 

吉浦まちづくりセンターの使用料について，

使用時間の単価及び使用時間を誤って算定し，

過少に申請者から収納していた事例があった。 

ついては，まちづくりセンター条例に基づ

き，適正な事務処理をされたい。 

 

 

３ 広市民センター 

広市民センターの所管に属する備品のうち，

所在が確認できないものがあった。 

備品は，市の財産であり，その重要性を十分

認識した上で，物品会計規則に基づき，適正な

備品管理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裁するよう事務処理いたします。 

 

・令和５年１０月６日に該当職員の自主研究

休暇の決裁を取り消し，改めて，年次有給休

暇として入力し直し，決裁しました。 

・今後は，休暇申請時に休暇の取得状況や残

日数・残時間を確認し，取得可能な時間を超

えて承認することがないよう，所属内で周知

しました。 

 

 

・施設使用料の不足分については，申請者に

事情を説明の上，令和５年１０月２０日に納

付していただきました。 

・使用料の算定にあたっては，他の職員によ

るダブルチェックを確実に行うよう所属内で

周知し，再発防止を徹底しました。 

 

 

・令和５年１２月５日付けで会計課へ不用決

定の申請をし，備品台帳からの登録を削除す

る手続をしました。 

・令和５年１２月５日以後は，備品の管理に

ついて，購入等により新たに登録した備品及

び廃棄等により登録を削除した備品につい

て，備品台帳に適切に反映しているかを確認

するなどし，適正な管理に努めます。 
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環境部 

環境政策課 

1 「放射性物質測定業務」において，業務着手後

に執行伺兼支出負担行為書を決裁していた。 

ついては，予算及び決算規則に基づき，適正

な契約事務をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 火葬証明交付申請書の記載漏れ等について，

職員が容易に改ざんできる筆記用具を用いて記

載していた。 

申請書の記載漏れ等は，申請者に修正をさせ

るべきであるが，やむを得ず職員が職権で修正

等をする場合は，適正な筆記用具を使用した上

で，誰が修正したか等を明確に残すなど，適正

な事務処理をされたい。 

 

 

・令和５年１０月３１日に職員に対して，予

算執行手続について，注意喚起を行いまし

た。 

・令和５年１２月８日に起案時に添付する契

約書（案）については，契約日及び事業開始

日は空欄で回議し，決裁後に日付を記載する

こととし，随意契約に関するチェックリスト

に独自に契約書の日付に関する項目を設けま

した。併せて，今後は修正後のチェックリス

トを使用して複数人で確認するよう文書で回

覧し，職員に周知しました。今後は適正な事

務処理に努めてまいります。 

 

・火葬証明交付申請書の記載漏れ等について

は，郵送での申請内容に不一致がある場合

は，申請者への聞き取りを実施し，職員がそ

の記録とともに修正を行います。 

・修正については御指摘の方法で事務処理を

するよう，令和５年１０月３１日に職員に周

知しました。 
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消防 

西消防署 

西消防署の所管に属する備品のうち，所在が確

認できないものがあった。 

備品は，市の財産であり，その重要性を十分認

識した上で，物品会計規則に基づき，適正な備品

管理をされたい。 

 

 

・当該備品については備品処分申請を行い，

令和５年１１月９日に承認を受け同月１６日

に処分手続を完了しました。 

・再発防止のため，備品管理を複数の職員で

担当すること，また，署所別の備品管理台帳

を作成，各署所に配布し令和６年３月２２日

に全備品の照合確認を完了しました。 

・令和６年度人事異動時には，担当変更のた

め備品の管理状況について事務引継を行い，

令和６年４月１８日付けで備品の適正管理に

ついて職員に通知し，周知を図りました。 

 



令和５年度監査の結果に基づき措置を講じられた事項について 
 

 

改 善 又 は 検 討 を 要 望 す る 事 項 措 置 状 況 

農業委員会 

１ 消耗品の購入において，納品後に執行伺兼支

出負担行為書を決裁していた。 

ついては，予算及び決算規則に基づき，適正

な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 農業委員会会長の旅行命令書について，専決

事項となっていないにもかかわらず，事務局次

長が決裁していた。 

ついては，適正な旅行命令権者による決裁を

されたい。 

 

 

 

 

 

 

３ 非農地証明申請書の記載漏れ等について，職

員が容易に改ざんできる筆記用具を用いて記載

していた。 

申請書の記載漏れ等は，申請者に修正をさせ

るべきであるが，やむを得ず職員が職権で修正

する場合は，適正な筆記用具を使用した上で，

誰が修正したか等を明確に残すなど，適正な事

務処理をされたい。 

 

令和５年１０月１３日，このようなことが 

起こらないように課の中で情報を共有しまし

た。 

また，同日ミーティングを行い，今後は，

予算及び決算規則の規定に基づき，消耗品購

入の決裁事務が事後にならないように処理す

るとともに，「支出事務に関するチェックリ

スト」を活用して，複数人での確認を怠らな

いように周知・徹底を図りました。 

 今後は，適正な事務処理に努めます。 

 

令和５年１０月１３日，決裁権者である会

長に決裁を得ました。 

また，同日ミーティングを行い，事案につ

いて課の中で情報を共有しました。今後は，

旅行命令において，旅費条例施行規則や農業

委員会事務局処理規則の専決事項をよく確認

し，「旅費事務に関するチェックリスト」を

活用して，適正な決裁権者による事務処理を

行うよう周知・徹底を図りました。 

今後は，適正な事務処理に努めます。 

 

令和５年１０月１３日，事務局控えの非農

地証明申請書を，担当者が消せないボールペ

ンで修正しました。なお，証明書を発行する

際に，やむを得ず事務局で申請書を修正する

場合は，事前に申請者に連絡し確認を取った

上で，消せないボールペンで修正した後，修

正箇所に公印を押印して渡しています。 

また，同日ミーティングを行い，事案につ

いて課の中で情報を共有しました。今後は，

複数人でチェックする際にやむを得ず申請書

を修正する場合は，消せるボールペンは使用

せず，付箋などを使用して修正が必要な箇所

が分かるようにチェックをし，その後，担当

者は必ず消すことができない筆記用具で修正

し，事務処理を行うよう周知・徹底を図りま

した。所属長やＧＬ等において，適正に修正
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されているかを定期的にチェックします。 

今後は，適正な事務処理に努めます。 
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文化スポーツ部 

 スポーツ振興課 

１ 市営プール及び二河公園多目的グラウンド

（市営プールに隣接する多目的広場に限る。）

の指定管理業務について，次の事例があった。 

(1) 事業計画書等に，各施設別の収支計画を記

載する旨を基本協定書（以下「協定書」とい

う。）で定めているにもかかわらず，記載し

ていない事業計画書等を承認していた。 

また，年次事業報告書においては，各施設

別の収支決算，貸借対照表及び財産目録を記

載する旨を協定書で定めているにもかかわら

ず，記載していない報告書を受領していた。 

 

 

 

 

 

 

(2) 自主事業を実施する場合は，当該自主事業

に係る収支計画書を提出する旨を協定書で定

めているにもかかわらず，物品，軽食，自動

販売機による飲料水等の販売について，収入

の記載はあるものの，支出の記載がない収支

計画書に承認を与えていた。 

   また，同様に支出の記載がない収支決算書

を添付した年次事業報告書を受領していた。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

２ 旅費を伴う県外出張について，同一行政区域

内であるにもかかわらず，用務地の最寄り駅か

ら用務地までの往復旅費を支給していた。 

旅費条例運用基準では，同一行政区域内の旅

行については，原則として旅費は支給しないこ

ととなっている。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

・各書類の必要性について課内で協議した結

果，各施設別の収支については，施設別に分け

ることが可能なものは施設別に分けて提出させ

る必要があるが，貸借対照表及び財産目録につ

いては，指定管理施設の収支状況を把握するた

めには，特に必要がないと判断しました。 

・基本協定書第６５条（疑義の解決）に基

づき，令和６年２月１日に指定管理者と協

議し，決裁済の協議録を両者で保管すると

ともに，施設別の令和６年度収支計画書の

再提出を求め，令和６年２月１６日に受理

しました。 

・令和６年２月２０日に「Ｒ６年度事業計画

書・予算書」の文書フォルダの表面に協議録 

の写しを貼付するとともに，職員に周知しま 

した。 

 

・令和６年２月１日に指定管理者と協議

し，各施設別の市委託事業分と自主事業分を

精査し，令和６年度収支計画書の再提出を求

め，令和６年２月１６日に受理しました。 

・次年度（令和５年度）以降の年次事業報告

書についても，収支計画書と同様に市委託事

業分と自主事業分を精査したものを提出する

よう指示しました。 

・令和６年２月２０日に「Ｒ６年度事業計画

書・予算書」の文書フォルダの表面に協議録 

の写しを貼付するとともに，職員に周知しま 

した。 

 

・適正な行程で旅行変更命令を発するとと

に，精算し，令和６年１月１１日に，差引額

を戻入しました。 

・令和５年１２月１９日に，本案件及び規定

について注意点を文書化し，課内で情報共有

することで，今後は適正な事務処理を行うよ

う，職員に周知しました。 
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福祉保健部 

１ 福祉保健課 

 (1) 指定管理業務について次の事例があった。 

ア 国民健康保険安浦診療所 

(ｱ) 市と指定管理者間の請求，通知，報

告，承認，指示，申告，提出，申出，承

諾及び取消し（以下「請求等」とい

う。）は，特段の定めがある場合を除き,

書面による旨を基本協定書（以下「協定

書」という。）で定めているにもかかわ

らず，口頭で行っていた。 

(ｲ) 毎年度，事業計画書，収支予算書等を

提出する旨を協定書で定めているにもか

かわらず，提出されていない収支予算書

を提出するよう，指定管理者に指導して

いなかった。 

(ｳ) 提出を受けた事業計画書等，年次事業

報告書等及び月次事業報告書に対し，承

認を与える旨を協定書で定めているにも

かかわらず，承認を与えていなかった。 

  なお，総合ケアセンターさざなみ，川

尻福祉センターふれあい並びにグループ

ホーム蒲刈及び蒲刈障害者活動支援セン

ターの指定管理者から提出された月次事

業報告書等についても，同様に承認を与

えていなかった。 

(ｴ) 指定管理者が業務の一部を第三者に委

任し，又は請け負わせるときは，当該業

務範囲につき，あらかじめ市と協議し，

承認を得なければならない旨を協定書で

定めているにもかかわらず，当該承認を

得るために協議するよう指導していなか

った。 

(ｵ) 診療所の施設を本業務の目的外に使用

する場合は，あらかじめ市の許可を受け

なければならない旨を協定書で定めてい

るにもかかわらず，当該許可を受けるよ

う指導していなかった。 

 

 

 

(1) 

ア  

(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｷ) 

市と指定管理者間の請求，通知，報

告，承認，指示，申告，提出，申出，承

諾及び取消し（以下「請求等」とい

う。）については，協定書に基づき，原

則書面によるべきことを改めて確認の

上，令和６年２月２０日付けで，指定管

理者にもその旨を遵守するよう通知しま

した。 

また，同日，未提出となっていた収支 

予算書並びにそ害虫駆除業務，仕様書で

定めた診療所の維持及び管理に関する業

務に関する履行状況が確認できる書面に

ついて，速やかに提出するよう通知し，

令和６年４月１日に受領しました。 

再発防止策として，関係法令及び協定

書を十分に確認するとともに，内部統制

「リスク対応策一覧等」を踏まえてチェ

ックリストを作成し，関係事務に遺漏の

生じることのないよう努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｵ) 令和６年２月２０日付けで，指定管

理者から目的外使用許可申請書を徴

し，同日付けで，同許可書を交付しま

した。 

再発防止策として，関係法令及び協

定書を十分に確認するとともに，内部
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(ｶ) 地方自治法施行令では，歳入の徴収等

の事務を私人に委託したときは，その旨

を告示し，かつ，公表しなければならな

いとなっているにもかかわらず，指定管

理者に徴収委託した医業手数料につい

て，その旨の告示はしているものの，公

表していなかった。 

なお，総合ケアセンターさざなみの手

数料及び川尻福祉センターふれあいの使

用料の徴収委託についても同様に公表し

ていなかった。 

(ｷ) 仕様書で定めた診療所の維持及び管理

に関する業務のうち，履行状況を確認し

ていないものがあった。 

(ｸ) 休診日及び診療時間を変更する場合

は，市の承認が必要な旨を協定書で定め

ているにもかかわらず，当該承認を得る

よう指導していなかった。 

指定管理業務の委託に当たっては，業務

を包括的に指定管理者に委ねることとして

いるが，市は全てを指定管理者任せにする

ことなく，適切に施設が管理運営されるよ

う指導・監督しなければならない。 

ついては，協定書等で定める書類につい

て確認した上で，承認が必要なものについ

ては，書面で指定管理者に交付し，また，

必要な指示等を与える際には，書面を作成

した上で指示等を与えるなど，適正な指

導・監督をされたい。 

イ 「呉市川尻福祉センターふれあい」ほか

に係る指定管理業務において，運営協議会

を設置しなければならない旨を協定書で定

めているにもかかわらず，当該運営協議会

統制「リスク対応策一覧等」を踏まえ

てチェックリストを作成し，関係事務

に遺漏の生じることのないよう努めて

います。 

 

 

(ｶ) 令和６年２月２０日付けで各指定管

理施設窓口において，公表しました。 

再発防止策として，関係法令及び協

定書を十分に確認するとともに，内部

統制「リスク対応策一覧等」を踏まえ

てチェックリストを作成し，関係事務

に遺漏の生じることのないよう努めて

います。 

 

 

 

 

 

 

(ｸ) 指定管理者選定時の事業計画の段階

で，変更後の休診日及び診療時間を承

っていたため，改めて承認文書の交付

手続きは行っていませんでしたが，令

和６年２月２０日付けで承認文書を交

付しました。 

再発防止策として，協定書を十分に

確認するとともに，内部統制「リスク

対応策一覧等」を踏まえてチェックリ

ストを作成し，関係事務に遺漏の生じ

ることのないよう努めています。 

 

 

 

 

イ 令和６年４月１日付けで設置要綱を制

定し，協定書に基づく運営協議会を設置

しました。 

今後は，協定書を十分に確認し，関係
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を設置していなかった。 

ついては，協定書等の内容を遵守され

い。 

ウ 市ホームページで公表している「呉市国

民健康保険安浦診療所」ほかに係る「公の

施設の指定管理者モニタリング評価票」に

おいて，運営協議会を開催していないにも

かかわらず，誤って指定管理者の内部会議

の実施回数を記載していた。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

（2) 補助金交付事務について，次の事例があっ 

た。 

ア 補助金交付決定通知書において，記載が

必要な交付条件を付していないものがあっ

た。 

 

 

イ 補助事業者が,補助金等交付規則に規定す

る財産に係る管理状況の報告及び要綱によ

り交付条件としている消費税及び地方消費

税（以下「消費税等」という。）仕入控除

税額の報告を行っていないにもかかわら

ず，これらの報告を求めていなかった。ま

た，消費税等仕入控除税額に係る当該報告

があったものの，その積算の内訳を記載し

た書類等がないものがあった。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

(3) 指定管理者に徴収委託している「川尻福祉

センターふれあい」の施設使用料について，

収入のあった月の翌月５日までに徴収計算書

の提出を受けているにもかかわらず，３か月

分の収入をとりまとめて，調定書を発行して

いた。 

会計規則では，徴収計算書の提出を受けた

事務の適正執行に努めます。 

 

 

ウ 「令和５年度 公の施設の指定管理者 

のモニタリング評価票」の作成に当たっ

ては，協定書に基づく運営協議会の開催

回数を正しく記載するよう改めました。

（令和６年７月３１日に行政改革デジタ

ル推進第１課に提出済） 

今後は，公の施設の指定管理者のモニ 

タリング評価票の記載事項を十分に確認

し，関係事務の適正執行に努めます。 

 

(2) 

 

ア 令和６年４月１日付けで交付要綱及び

その様式を改正し，交付条件を全て通知

する形式に改めました。 

令和６年度事業からはこの様式で交付

決定を行います。 

イ 平成３０年度～令和４年度事業に係る

当該報告について，積算の内訳を含めて

報告を求める通知を令和５年度末から行

い，令和６年８月末に全て提出されまし

た。 

現在，報告書を精査しており，精査

後，国及び県に報告して返還額を確定さ

せ，各事業者に返還を求めます。 

令和５年度以降については，各年度の

事業完了後に報告を求める通知を発送す 

る予定です。 

 

(3) 御指摘のとおり，徴収計算書の提出を受

けたときは速やかに調定書を発行するよう

改めました。 
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ときは速やかに調定書を発行するとなってい

る。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

２ 保険年金課 

(1) 「週刊年金実務年間購読料」ほかの支出に

係る決裁履歴帳票の決裁日等の記載に当た

り，容易に改ざんできる筆記用具を使用して

いた。 

ついては，適正な筆記用具を用いて公文書

を作成されたい。 

 

 

 

(2) 「週刊年金実務」ほかの定期刊行物を購入

しているが，物品検査員の検印及び物品出納

員の受領印が押印された書面がなかった。 

ついては，「納入物品の検査に係る事務手

続の変更について（会計課長通知）」に留意

し，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

(3) 時間外勤務を命じているにもかかわらず，

時間外勤務命令簿及び時間外勤務実施簿を作

成せず，時間外勤務手当を支給していないも

のがあった。 

 ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

３ 保健所（地域保健課） 

(1) 「新型コロナウイルス感染症対応業務（積

極的疫学調査）に係る労働者派遣業務（単価

契約）」ほかに係る契約書において，履行期

 

 

 

 

 

 (1) 御指摘の件につきましては，令和５年

１２月１５日に，決裁履歴帳票等を確認

し，油性ボールペンで記載し直しまし

た。 

令和５年１２月１５日に，今後は，常に

容易に改ざんできない筆記具を使用し，適

正な事務処理を行うよう周知・徹底を図り

ました。 

 

(2) 御指摘の件につきましては，販売元は，

年度末に１枚しか納品書を発行しないた

め，令和５年１２月１５日に，課内で補助

簿を作成し，納品の都度，物品検査員の検

印と物品出納員の受領印を押す一覧を作成

し，押印しました。 

令和５年１２月１５日に，課内職員に周

知し，適正な事務処理に努めることを確認

しました。 

 

(3) 御指摘の件につきましては，令和５年１ 

２月１８日付けで人事課長あてに未支給分

の時間外勤務手当の調整について依頼し，

令和６年１月月例分で未支給対象者に支給

しました。 

令和５年１２月１５日に，課内職員に周

知し，今後は，時間外勤務報告書（補助

簿）に，認定処理を行った確認印欄を設

け，確認を行うこととし，事務誤りを防止

する体制を整備しました。 

 

 

(1) 本件は，新型コロナウイルス感染症の急

速な拡大による保健所業務が逼迫していた

時期に，その負担を軽減するために委託契
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間を令和４年１２月２２日から令和５年１月

３１日までとしているが，「履行期間満了１

か月前までに，発注者又は受注者のいずれか

らも書面による契約終了の意思表示がなされ

ないときは，本契約は引き続き１か月更新さ

れたものとし，以後も同様とする。」との規

定に基づき，債務負担行為として予算に定め

ないまま令和５年６月３０日まで更新を続

け，委託料を支出していた。 

ついては，適正な契約事務をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 「新型コロナウイルス感染症対応業務（積

極的疫学調査）に係る労働者派遣業務（単価

契約）」において，令和４年１２月３０日か

ら令和５年１月３日までの期間内で，１日８

時間を超える勤務に対する委託料の額につい

て，契約書に誤った額を記載していた。 

契約書は，一方の申込みと他方の承諾によ

って法律行為が成立したことを証明するもの

であり，双方の債務を明記した重要な文書で

あることを認識した上で，適正な契約事務を

されたい。 

 

(3) 「新型コロナウイルス感染症患者等移送業

務」に係る変更契約書に，収入印紙が貼付さ

れていなかった。 

ついては，印紙税法に基づき，適正な契約

事務をされたい。 

 

 

 

約を開始したものであり，履行期間につい

ては，感染者数が予測不能であり，また，

５類への移行の状況が不明であったため，

終了時期を明記せず１ヶ月単位で契約を更

新できる自動更新としていました。その後

感染者は一定程度数継続し，３月上旬での

契約継続の判断ができず，また，当該年度

での債務負担行為を失念したため，年度を

またいだ令和５年６月３０日まで契約を続

けることとなりました。 

再発防止策としては，業務が逼迫した状

況においても職員の応援体制を確保し，適

正な事務処理が行えるよう，感染症による

健康危機に対処するためマニュアルを作成

するとともに，契約期間や契約形態につい

て十分に精査したうえで適正な契約事務を

行うよう，令和６年１月３０日に所属長よ

り職員に周知徹底しました。 

 

(2) 本件については，契約の相手方からの請

求により発覚し，双方で再度内容を確認し

たところ，契約書の誤記であることが判明

し，その後，契約書を訂正したうえで請求

書の内容のとおり令和５年２月１０日に支

出を行いました。 

再発防止策については，契約書作成時に 

は記載内容等を十分に精査し，相手方とも

その内容について十分確認するよう，令和

６年１月３０日に所属長より職員に周知し

ました。 

 

(3) 本件は，変更契約締結時に相手方に収入

印紙貼付の説明を怠ったことが原因で，改

めて令和６年１月１５日に収入印紙の貼付

を依頼し，処理しました。 

再発防止策として，業務に携わる職員は

正しい法令理解とともに内部統制で示され

ている契約事務に関するチェックシートを

活用し，内容を精査するよう，令和６年１
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 (4) 「すこやかセンターくれ雑用水ポンプ修繕

（１号機）」ほかに係る契約において，修繕 

であるにもかかわらず，業務委託用の契約約

款を用いて契約を締結していた。 

ついては，適正な契約事務をされたい。 

 

 

 

 

(5) 後見人申立費用に係る返還金等の納入通知

書について，地方自治法施行令では，納期限

を記載しなければならないとなっているにも

かかわらず，記載していなかった。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

(6) 旅費を伴う県内出張について，旅行命令回

議書により旅行命令権者の発する旅行命令に

よらなければならないにもかかわらず，旅行

後に旅行命令を決裁していた。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

(7) 結核予防費補助金について，補助事業が完

了した後に補助事業者から補助事業等実績報

告書が提出されているにもかかわらず，額の

確定に係る決裁を得ていなかった。 

ついては，結核予防費補助金交付要綱に基

づき，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

月３０日に所属長より職員に周知しまし

た。 

 

 (4) 本件は，契約書作成時における内容精

査の不十分さが原因であり，令和６年１月

１５日に相手方に事情説明し，了承を得ま

した。 

再発防止策として，業務に携わる職員は

正しい法令理解とともに内部統制で示され

ている契約事務に関するチェックシートを

活用し，内容を精査することとしました。 

 

(5) 本件は，年に数回程度の頻度の事務処理

ということで，担当者が納入期限の入力を

失念したものです。 

再発防止策として，業務に携わる職員は

正しい法令理解とともに内部統制で示され

ている収入事務（一般）に関するチェック

シートを活用し，内容を精査することとし

ました。 

 

(6) 本件は，旅行命令回議書による決裁を，

旅費の支給に係る決裁として誤認したこと

から誤った事務処理となったものです。 

再発防止策として，業務に携わる職員は

正しい条例理解とともに内部統制で示され

ている旅費事務に関するチェックシートを

活用し，内容を精査して適正に事務を遂行

することとしました。 

 

(7) 本件は，補助金の実績報告書および請求

書についてメールのやり取りのみで額の確

定が完了したと誤認し，決裁を失念したも

のです。 

再発防止策として，業務に携わる職員は

正しい要綱理解とともに内部統制で示され

ている補助金等事務に関するチェックシー

トを活用し，内容を精査して適正に事務を

遂行することとしました。 
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４ 障害福祉課 

(1) 「いきいきパス生カード作成業務」ほかの

契約書への公印の押印に当たり，公印管理者

又は公印取扱責任者による押印する文書と決

裁済文書との照合を得ていなかった。 

ついては，公印規則に基づき，適正な事務

処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「いきいきパス生カード作成業務」ほかに

おいて，決裁を得た支出負担行為額を超過し

た額で契約を締結しているものがあった。 

ついては，適正な契約事務をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 公印の押印については，令和６年１月１

５日，公印管理者が担当者に公印規則を説

明し，適切に事務を行うよう指導するとと

もに，公印取扱責任者が該当の契約書と起

案文書の照合を行い，照合印を押印しまし

た。 

また，同日，再発防止策について課内の 

終礼において確認し，翌１６日から実行し

ました。具体的には，始業前に保管場所か

ら公印箱を公印取扱管理者の机横に移動

し，使用時には，公印取扱責任者が必ず押

印する文書と起案文書の照合を行い，公印

取扱管理者の机横（公印箱の横）で押印す

ることにしました。 

 

(2) 契約書記載金額と異なる支出負担行為額 

を財務会計システムに入力（契約）した２ 

件について，①１件目の「いきいきパス生 

カード作成業務」については，令和６年２ 

月７日，合議先の了承を得て財務会計シス 

テムの取り消し処理を行い，その後，正し 

い支出負担行為額に修正処理し，決裁を得 

ました。②２件目の「障害支援区分認定調 

査業務委託」については，令和６年１月１ 

２日，受注者に正しい金額の請書を再提出 

するよう依頼し，１月１７日に差し替えを 

行うとともに，再発防止について指導しま 

した。 

また，令和６年１月１５日に，再発防止

策について課内の終礼で確認，翌１６日か

ら実行しました。具体的には，契約時に契

約書と添付書類（見積書，契約書案等）を

課内で供覧するとともに，チェックリスト

に独自の金額に係るチェック項目を設け，

確認漏れを防ぐようにしました。 
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(3) 休暇の取得について，次の事例があった。 

ア やむを得ない事由がないにもかかわら

ず，年次有給休暇又は特別休暇の取得後

に，その届出又は承認を求めていた者がい

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 自主研究休暇の取得可能期間を超えて休

暇の取得を承認していた。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉

サービス事業所等のサービス継続事業補助金

交付事務について，要綱により交付条件とし

ている消費税等仕入控除税額に係る報告があ

ったものの，その積算の内訳を記載した書類

等がないものがあった。 

ついては，適正な事務処理をされたい。  

 

 

 

 

 

 

 

(5) いきいきパス再交付に係る実費額につい

て，収納した現金の指定金融機関等への払込

(3) 休暇の取得について， 

ア 令和６年１月１２日，庶務事務システ

ムによる休暇申請処理日を口頭で休暇請

求の連絡を受けた届出日及び承認日に修

正処理しました。 

   再発防止策として，やむを得ない事由

により事前に休暇の届出等ができなかっ

た場合は，グループリーダー等が庶務事

務システムの代理申請した上で，課長が

休暇承認することとし，令和６年１月１

５日，課内の終礼で職員に周知しまし

た。 

 

イ 令和６年１月１６日，当該超過分の休

暇を取り消し，年次有給休暇に修正しま

した。 

   再発防止策として，庶務事務システム

で日数管理できない自主研究休暇につい

ては，出勤簿の集計欄（その他休暇）に

日数及び時間の月計・累計を記載するこ

ととし，１月１２日，終礼で職員に周知

しました。 

 

(4) 報告が必要な７法人の内，報告に添付す

べき積算の内訳書が未提出の２法人につい

て，令和６年１月１２日に積算の内訳書の

提出を求め，令和６年２月末日までに提出

があり，返還金の生じる１法人について，

厚生労働省に報告しました。返還事務につ

いては，同省からの通知を待って事務を進

める予定です。（令和６年８月末現在 通

知なし） 

  再発防止策として，交付決定時に当該報

告の必要性について事業者へ説明すること

と，事業終了後に報告の有無等を随時確認

することを事務担当者等で確認しました。 

 

(5) 令和６年１月１２日，会計規則を再確認

し，適正な処理を行うための職員体制を検
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みが，収納した日から起算して３営業日を経

過しているものがあった。 

ついては，会計規則に基づき，適正な事務

処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

討しました。 

再発防止策として，収納金の払込みにつ

いては，セップ記載金額と現金を複数人で

確認し，セットで金庫に保管することにし

ました。金融機関の閉店時間を考慮し，当

日の１４時３０分を目処に当日分を金融機

関へ払込み，それ以降の収納分は，金庫に

保管し，翌朝９時を目処に払込みを行うこ

とにしました。また，払込漏れのないよう

に業務終了後，金庫のつり銭準備金及び収

納金の金額を複数人（担当者及び金庫室入

退室資格職員）で確認するとともに，始業

時も同様に確認するように改めました。な

お，担当者が不在で収納金があった場合

は，副担当が収納することなども含めて令

和６年１月１２日，終礼で職員に対応を周

知しました。 
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都市部 

交通政策課 

「新広駅トイレ清掃業務」ほかにおいて，業務

着手後に執行伺兼支出負担行為書を決裁してい

た。 

ついては，予算及び決算規則に基づき，適正な

契約事務をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「新広駅トイレ清掃業務」ほかについて

は，令和６年１月３０日に，担当者に対し共

有ライブラリー掲載の随契事務フローチャー

ト（業務委託，修繕等）を提示しながら，事

務の流れを改めて指導しました。 

・また，契約事務を行う前に必ず，契約事務

の流れを確認するとともに，チェックリスト

に基づき担当者及びその他複数人で確認しな

がら確実に事務を行うよう，朝礼で職員に改

めて周知を図りました。 

・今後は，適正な事務処理に努めてまいりま

す。 
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教育委員会 

１ 教育総務課 

(1) 業務委託について，次の事例があった。 

ア 「豊小児童送迎業務」ほかに係る仕様書

において，自動車運転日誌を月ごとに作成

し，毎翌月の１０日までに提出することと

しているが，７月分以降の当該日誌が提出

されていなかった。 

 

イ 「蒲刈地区スクールバス運行及び車両管

理業務」の仕様書において，受注者は，整

備管理者の選任届等の写し，３か月点検整

備及び１２か月点検整備の記録簿の写し並

びに自動車損害賠償責任保険及び任意保険

の保険証書の写しを提出することとしてい

るが，いずれも提出されていなかった。 

また，車両管理の状況に係る報告書を毎

月提出することとしているが，令和４年６

月以降の当該報告書が提出されていなかっ

た。 

当該事例については，実地監査当日に，

未提出であった書類が提出され，保険加入

や車両の点検整備が適切に行われているこ

とは確認できたが，これらの事項は，委託

業務の履行確認だけでなく乗車する児童生

徒の安全に直結するものであり，その確認

をしないまま業務を実施させることは適当

ではない。 

ついては，組織として厳格に対応するな

ど，適正な事務処理をされたい。 

 (2) 遠距離等通学費補助金において，補助金の

交付決定を保護者に通知した後に，当該補助

金の交付決定に係る起案をしていた。 

   ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

２ 学校教育課 

(1) 「リンクアップコンサート映像業務」ほか

において随意契約を締結するに当たり，予定

価格は非公表とすることとなっているにもか

 

 

 

 未提出の自動車運転日誌については事業

者から２月２０日に提出されました。 

また，毎翌月の１０日に書類の提出がない

場合，早急に書類を提出するよう受注者へ促

しています。 

 

提出月に必要書類が提出されていないこと

が判明した場合は，直ちに受注者へ連絡を行

うように徹底しています。 

 また，車両管理の状況に係る報告書につ

いて，定期監査終了後，毎月提出されるよう

に改善されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金の交付決定，保護者への通知につい

て，別々で起案を行っていましたが，同一起

案で行うように見直しを行いました。 

 

 

 

令和６年２月９日に担当者に対し，「契約

の手引（令和５年４月契約課作成）」の再確

認及び適正な契約事務の遂行について指導し
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かわらず，設計書にこれを記載していた。 

ついては，「契約の手引（契約課作成）」

に留意し，適正な契約事務をされたい。 

(2) 「呉の歴史絵本（合本版）電子化業務」に

係る指名業者審査伺いにおいて，部長決裁に

よるべきところ，課長決裁となっていた。 

ついては，物件の買入れ，業務委託等に係

る入札参加者等の選定に関する規程に基づ

き，適正な契約事務をされたい。 

 (3) 「小中で創る「未来の学び」実践事業」に

係る補助金について，小中学校の校長を補助

対象事業者として交付しているが，市の職員

たる校長に補助金として支出するのは適当で

はない。 

   ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

３ 片山中学校 

(1) 年次有給休暇の取得について，次の事例が

あった。 

ア 時間休暇を開始することができる時刻は

四半時とするとなっているにもかかわら

ず，開始時刻が四半時ではない休暇を取得

していた。 

イ 時間休暇取得後において勤務時間が３０

分未満となるような時間休暇の取得は認め

られていないにもかかわらず，これを取得

していた。 

  ついては，時間休暇の取得に関する取扱要

領に基づき，適正な事務処理をされたい。 

(2) 子の看護のための休暇の対象とならない中

学生の子に係る休暇の取得を承認していた。  

ついては，子の看護のための休暇取扱要領

に基づき，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

４ 昭和中央小学校 

寄附受納の際には，寄附者からの申出を受

け，教育委員会に伺いを立てた上で，寄附申込

ました。 

 

 

令和６年２月９日に専決権者である担当部

長へ本件について説明し，担当部長による決

裁を行いました。 

 

 

 

令和６年４月１日に補助金交付要綱を一部

改正し，補助金を校長から実践事業推進委員

会に対して交付することといたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 御指摘の件につきましては，令和６年２月

２２日に，時間外休暇の取得に関する取扱要

領第４条第１項及び第５条第１項の規定に基

づき，開始時刻を四半時とし，時間休暇取得

後において勤務時間が３０分未満とならない

休暇に訂正し，適正に処理しました。 

 今後は，時間休暇の取得に関する取扱要領

に基づき，適正な事務処理に努めます。 

 

 

 御指摘の件につきましては，令和６年２月

２２日に，子の看護のための休暇ではない休

暇を取得するよう訂正し，適正に処理しまし

た。 

今後は，子の看護のための休暇取扱要領に

基づき，適正な事務処理に努めます。  

 

 

寄附受納後ではあるが，寄附を受けた経緯

を明確にするため，令和６年２月７日に，寄
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書を受けることとなっているにもかかわらず，

当該手続を行わないまま，寄附を受けていた。 

 ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

附者から寄附申込書を受領しました。 

令和６年２月２７日に，寄附受納に係る決

裁を受け，同日付で寄附受納書を寄附者に送

付しました。 

寄附を受ける際の手続について，朝会で教

職員に周知しました。 
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産業部 

１ 商工振興課 

 (1) 継続的に使用を許可している行政財産（安

浦産業団地）の使用料について，次の事例が

あった。 

ア 原則として４月末日を納期限として納付

させるべきところ，令和６年１月１１日ま

で調定していなかった。 

     ついては，「行政財産目的外使用許可等

に係る事務について（管財課長通知）」に

留意し，適正な事務処理をされたい。 

  イ 納入通知書について，地方自治法施行令

では，納期限を記載しなければならないと

なっているにもかかわらず，記載していな

かった。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

(2) 後納としている小型はかりの所在場所検査

に係る計量検査手数料について，事前に調定

すべきところ，納入義務者に納入通知書等を

発送し，入金後調定していた。 

   ついては，会計規則に基づき，適正な事務

処理をされたい。 

 

２ 農林水産課 

(1) 有害鳥獣対策事業補助金について，補助金

の算定等を誤って交付していたものがあっ

た。 

 ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・行政財産の使用料については，令和６年１

月１１日に調定し，納付書を送付した上で，

同年１月３１日に納付されました。令和６年

度は，４月１日に同月３０日を納期限として

使用料を調定し，同月１８日に納付されまし

た。 

・今後も，「行政財産目的外使用許可等に係

る事務について（管財課長通知）」を遵守す

るとともに，人事異動に際しては，確実に文

書により複数の職員に当該事務の引継ぎを行

い，適正な事務の執行に努めます。 

 

 

 

 

・後納分の計量検査手数料について，令和６

年度は調定後に納入通知書を送付しました。 

・今後も，会計規則に基づいた適正な事務の

執行に努めます。 

 

 

 

 

・誤って交付していた補助金について，再度

補助金額の算定を実施しました。その結果，

補助金交付額が不足しているもの６件につい

ては，令和６年８月３０日に追加交付を行い

ました。 

・過払い５件については，９月１２日の時点

で４件の返金を受け，残り 1件についても請

求を行っております。 

・また，領収書は補助対象だけの物品にして

もらうことを申請書に記載し，数十件をまと

めて決裁していたが，１件ごとに決裁する事

務処理に変更し，複数人で確認，審査するこ

とを課内に周知しました。 

 



令和５年度監査の結果に基づき措置を講じられた事項について 
 

 

改 善 又 は 検 討 を 要 望 す る 事 項 措 置 状 況 

(2) 地方卸売市場集荷力強化事業補助金につい

て，次の事例があった。 

ア 消費税額及び地方消費税額（以下「消費

税等額」という。）は補助対象外経費とな

っているにもかかわらず，補助対象経費に

消費税等額を加えて補助金を算定してい

た。 

イ 地場物集荷事業に係る補助対象経費の燃

料費について，燃料費単価を誤って補助金

を算定していた。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

(3) 農業振興センターの備品のうち，所在が

確認できないものがあった。 

  備品は，市の財産であり，その重要性を十

分認識した上で，物品会計規則に基づき，

適正な備品管理をされたい。 

 

・消費税額を控除するべき補助金の交付２件

について，改めて補助対象経費を算定し，補

助金額の算定を行いました。その結果，返還

が必要となる 2件について，令和６年５月１

４日までに返還を受けました。 

・燃料費単価を誤って算定していた 1件につ

いて，燃料費単価の算定に必要な書類の提出

があり，補助対象経費及び補助金交付金額に

ついて算定を行いました。ついては，過払い

分について対象者に通知し，返還を求めてま

いります。 

・補助対象外経費等について補助金交付要綱

を再度確認するとともに，複数人で確認，審

査するよう課内に周知しました。 

 

・あらためて備品をチェックし，廃棄手続が

できていないものについては，令和６年９月

１８日に廃棄に係る手続を行い，令和６年９

月２５日に備品処分報告書を提出しました。 

・令和６年３月１４日に，会計課の検査に合

わせ１つ１つ備品をチェックすることと,備

品を廃棄する際には物品管理者と情報共有す

るよう職員に周知しました。 

 

 

 

 

 



令和５年度監査の結果に基づき措置を講じられた事項について 
 

 

改 善 又 は 検 討 を 要 望 す る 事 項 措 置 状 況 

上下水道局 

下水施設課 

上下水道局就業規程では，病気，災害その他や

むを得ない事由によりあらかじめ年次有給休暇の

取得を請求できなかった場合には，事後において

届け出ることとなっているが，特別な事情なく届

出が遅れていたものがあった。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・御指摘の件につきましては，令和６年１月

２５日に庶務事務システムで届出を行いまし

た。 

・今後は適正な事務処理を行うよう，職員に

周知しました。 

 

 



令和５年度監査の結果に基づき措置を講じられた事項について 
 

 

改 善 又 は 検 討 を 要 望 す る 事 項 措 置 状 況 

【出資団体】 

公益財団法人呉市体育振興財団（所管課：スポ

ーツ振興課） 

１ 前回の定期監査の結果に基づいて口頭指導し

ていたにもかかわらず，公益財団法人呉市体育

振興財団旅費規則において支給することとして

いる日帰旅行に係る県内出張の日当を支給して

いなかった。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

 

２ 契約金額が３０万円を超える「ランニングマ

シンベルト交換修繕」ほかに係る物品修理契約

において，契約書の作成を省略しているにもか

かわらず，請書，承諾書その他これに準ずる書

面を徴していなかった。 

公益財団法人呉市体育振興財団契約規則で

は，契約書の作成を省略する場合は，契約金額

が３０万円を超えない修理，契約の性質又は目

的により理事長において必要がないと認めると

き等を除き，請書，承諾書その他これに準ずる

書面を徴さなければならないこととなってい

る。 

ついては，適正な契約事務をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日帰旅行に係る県内出張については，実費

相当額の交通費を支給し，日当を支給しない

方針としたことから，令和６年３月１日付け

で公益財団法人呉市体育振興財団旅費規則を

改正しました。 

・事務処理に当たっては，単に前例踏襲する

ことなく関係法令及び財団の諸規則等を確認

の上，事務を行うよう，令和６年３月４日の

朝礼で職員に周知しました。 

 

・公益財団法人呉市体育振興財団契約規則の

規定に基づき，適正に契約事務を行うよう，

令和６年２月２２日のミーティングで職員に

指示しました。 

・ミーティングでの指示以降は，請書等の書

面を徴取するなど，適正に契約事務を行って

います。 
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【公の施設の指定管理者】 

シンコースポーツ中国株式会社（所管課：スポ

ーツ振興課） 

指定管理業務に従事する者の氏名及び当該従事

者間の責任体制等を変更した場合は，直ちに市に

報告しなければならないこととなっているにもか

かわらず，報告していなかった。 

ついては，基本協定書に留意し，適正な事務処 

理をされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今回の指摘を受け，令和６年２月１４日に

組織体制の変更届を提出しました。 

・同日，注意事項を記載したマニュアルを改

正するとともに，中国本社及び呉市営プール

館内のミーティングで周知しました。 

 



平成２８年度監査の結果に基づき措置を講じられた事項について 

是正，改善又は検討を求める事 項  措 置 状 況  

福祉保健部 

子育て支援課 

すこやか子育て支援センターに係る定期建物

賃貸借契約について，複数年契約を締結してい

るが，地方自治法第２１４条の規定に基づく債

務負担行為として予算に定められておらず，ま

た，「翌年度以降において歳入歳出予算の当該

金額について減額又は削除があった場合は，当

該契約は解除する」旨の条件が付されていない

ことから，同法第２３４条の３の規定に基づく

長期継続契約にも該当しない。 

ついては，適正な事務処理をされたい。 

 

 

 

・すこやか子育て支援センターに係る定期

建物賃貸借契約の更新に当たり，「乙（呉

市）の歳入予算額または歳出予算額につ

き，減額または削除があった場合，乙は本

契約を解約することができる」旨の条件を

付し，地方自治法第２３４条の３の規定に

基づく長期継続契約として，賃貸借契約条

件変更契約書を令和６年１０月１８日付け

で締結しました。 

 今後は，関係法令等を遵守し，適正な事

務処理に努めてまいります。 

 

 


